
■共通データ分析指標
*1.事業開始前に当該指標のデータを収集・蓄積していない場合は、事業開始以降のデータで可

  *2.集計対象期間の定義は以下の通り　①累計︓①a.実施前1年前あるいは①b.実施前3年から提出⽇までの累計　②時点値(スナップショット):データ提出⽇近辺で実務上データ取得可能な最新⽇付における数値

公募要領との関連性 ⼤学に求める取り組み アウトプット/
アウトカム指標

項⽬
No.

データ項⽬名 定義 必要年数(前後)*1 提出タイミング 集計対象期間*2 ⼤学のご提出要否 公募要領(3)対象とする実施内容との関連性詳細

(2)申請要件-④段階的実装計画との対応 (4)ウ)フォローアップ審査時の審査観点 (3)対象とする実施内容
※詳細はM列以降に記載

必須 任意 ①戦略設計プロセスの構築・⾼度化 ②専⾨機能の強化及び体制整備 ③連携形成及び外部資⾦接続に向けた活動 ④知財戦略の強化・再設計 ⑤データ整備及びEBPM協⼒体制の構築

※複数の段階に関連する指標については、最初期
の段階を記載

※各段階終了時の状態性に相当。各段階のアウトカム指標は各状態性を達成しているかを
測れるものを設定

重要技術領域における技
術ポートフォリオの整理・再
編

既存戦略との統廃合・重
点化を含む戦略ポートフォ
リオの再構築

市場分析、競争環境分
析、商流設計等の実施

社会実装に向けた戦略仮
説の設計及び仮説検証

半年ごとのフォローアップ審
査に対応した進捗管理体
制の構築

戦略の⾒直し・再設計に
係る分析及び評価活動

知財、事業開発、政策連
携、商流設計等の専⾨⼈材
の活⽤（外部委託、アドバイ
ザー契約、⼤学としての雇⽤
等を含む）

権限・意思決定プロセス
の再設計（責任と裁量の
明確化を含む）

URA・事務職員等の専
⾨性向上及び役割再編

外部知⾒の学内内在化
のための仕組み構築

ガバナンス及び意思決定
プロセスの⾼度化

企業等との戦略的対話
及び連携構想の具体化

他⼤学・研究機関等との
連携枠組み構築

他の政府事業等への申請
に向けた企画⽴案及び調
整活動

連携ポートフォリオの⾒直
し及び撤退判断の仕組み
構築

対象領域における知財
ポートフォリオの分析・⾒直
し

事業仮説と連動した知財
創出・活⽤⽅針の設計

出願・保有・⾮出願判断
を含む知財⽅針の再設計

専⾨⼈材を活⽤した知財
戦略⾼度化の取組

当該戦略に基づく出願等 過去実績データの整理・
提供体制整備

⽉次・半年次データの収
集・分析体制構築

本事業の効果検証に資
する分析協⼒

データ
（EB
内部

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

①戦略設計プロセスの構築・⾼度化 研究テーマの棚卸・注⼒分野設定 アウトプット指標 1 研究テーマ総数/研究者数 研究管理台帳・システム(貴学独⾃のもので可)に登録され、回答時点で「実施中/有効」の研究テーマの件数を分⼦、研究者数（常勤教員＋常勤研究員＋ポスドク。有期・無期問わず。雇⽤
者のみ・ビジター除く）を分⺟として算出する割合
※研究終了・中⽌は除外
※研究者数は頭数で記載（複数テーマに跨る場合も1名でカウント）
※実施中/有効かどうかの判断は、各⼤学任意
※分⼦・分⺟それぞれの実数もご記載いただきたい

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

②時点値(スナップショット)

○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

①戦略設計プロセスの構築・⾼度化 研究テーマの棚卸・注⼒分野設定 アウトプット指標 2 本事業における対象領域に関わる研究テーマ数/研究者数 本事業における対象領域に該当する研究テーマ件数（研究管理台帳・システム(貴学独⾃のもので可)に登録され、回答時点で有効状態のもの）を分⼦とし、
当該研究テーマの研究に従事している研究者数（常勤教員＋常勤研究員＋ポスドク。有期・無期問わず。雇⽤者のみ・ビジター除く）を分⺟として算出する割合
※分⼦・分⺟それぞれの実数もご記載いただきたい

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

②時点値(スナップショット)

○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

①戦略設計プロセスの構築・⾼度化 研究シーズの棚卸 アウトカム指標 3 本事業における対象領域に関わる研究シーズ数/研究者数 研究管理台帳・システム(貴学独⾃のもので可)に登録されている研究テーマの内、TRL(技術成熟度レベル)が2以上の研究テーマ件数を分⼦、研究者数（常勤教員＋常勤研究員＋ポスドク。
有期・無期問わず。雇⽤者のみ・ビジター除く）を分⺟として算出する割合
※TRLの各レベル定義は科学技術・イノベーション推進事務局「SIP第3期の社会実装に向けた戦略の作成
及び社会実装に係る指標の活⽤について」(令和5年)に準ずる。レベル2の定義は「原理・現象の定式化、概念の基本的特性の定義化等の応⽤的な研究を通じて、技術コンセプトや実⽤的な
⽤途と利⽤者にとっての価値に関する仮説が⽴てられている状態」であり、技術コンセプトや実⽤的な⽤途と利⽤者にとっての価値に関する仮説が学内公式⽂書として作成・保存されているものに
限る
※分⼦・分⺟それぞれの実数もご記載いただきたい

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

②時点値(スナップショット)

○ ○ ○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

①戦略設計プロセスの構築・⾼度化 研究シーズの棚卸 アウトカム指標 4 本事業における対象領域におけるTOP10%研究論⽂数 集計対象期間内に査読通過し、外部論⽂データベースにおいて分野別被引⽤数上位10％かつ著者に当該⼤学所属研究者を含む論⽂数
※査読通過⽇から論⽂公開⽇までの間において、各⼤学が当該論⽂の査読通過を認識した時点の⽇付に基づきカウントする形で可

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

②専⾨機能の強化及び体制整備 研究⽀援⼈材(URA等)育成/採⽤ アウトプット指標 5 研究⽀援⼈材(URA等)⼈数/研究者数 ⽂部科学省「⼤学等における産学連携等実施状況について」（令和6年度）にて「URA」と定められている⼈材の数を分⼦、研究者数（常勤教員＋常勤研究員＋ポスドク。有期・無期問わ
ず。雇⽤者のみ・ビジター除く）を分⺟として算出する割合
※分⼦・分⺟それぞれの実数もご記載いただきたい

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

②時点値(スナップショット)
○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

②専⾨機能の強化及び体制整備 研究⽀援⼈材(URA等)育成/採⽤ アウトプット指標 6 スプリットアポイントメント件数・兼業申請件数 学内で正式承認されたスプリットアポイントメントおよび兼業申請件数
※承認通知書ベースで算出

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①a.実施前1年以降(あるいは実証事業開始後)の累計
○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

②専⾨機能の強化及び体制整備 研究⽀援⼈材(URA等)育成/採⽤ アウトプット指標 7 研究⽀援⼈材(URA等)の総労働時間 集計対象期間内の研究⽀援⼈材(URA等)の総労働時間
※研究⽀援⼈材(URA等)の業務定義は、⽂科省「産学連携等実施状況調査」（令和6年度実績）のURA業務内容に準ずる

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①a.実施前1年以降(あるいは実証事業開始後)の累計 ○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

②専⾨機能の強化及び体制整備 研究⽀援⼈材(URA等)育成/採⽤ アウトプット指標 8 研究⽀援⼈材(URA等)の業務時間配分 研究⽀援⼈材(URA等)の総労働時間の内、(1)研究戦略推進⽀援業務/(2)プレアワード業務/(3)ポストアワード業務/
(4)-1.関連専⾨業務(②国際連携⽀援・③産学連携⽀援)/(4)-2.関連専⾨業務(④知財関連)/(4)-3.関連専⾨業務（その他︓②③④以外）それぞれの業務時間割合
※各業務の定義は⽂部科学省「⼤学等における産学連携等実施状況について」（令和6年度）に準ずる
※各業務それぞれの実数もご記載いただきたい

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

②時点値(スナップショット)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

②専⾨機能の強化及び体制整備 研究⽀援⼈材(URA等)育成/採⽤ アウトカム指標 9 研究⽀援⼈材(URA等)の実装段階2,3のアウトカム指標への関与割合 実装段階2,3のアウトカム指標(項⽬17,19,21,22,24,25,27,28)の内、研究⽀援⼈材(URA等)が関与した件数・⾦額
※関与した件数・⾦額とは、アウトカム創出に⾄るまでの取り組み過程を教員・研究者個⼈に任せきりにするのではなく、研究⽀援⼈材(URA等)が取り組みの⽅針検討・実⾏の過程に関与した
件数・⾦額を指す
※関与度合いの軽重は問わず、部分的にでも関わった案件については、1件・総額を計上する形で可

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

②専⾨機能の強化及び体制整備 外部専⾨家⼈材活⽤ アウトプット指標 10 外部専⾨家の関与時間 外部専⾨家(専⾨領域別)が公募要領(3)対象とする業務内容①〜⑤それぞれに関与した時間
※関与した外部専⾨家は各々を専⾨領域別︓知財（弁理⼠等)/法律（弁護⼠等)/会計・税(公認会計⼠・税理⼠等)/事業_商流調査・出⼝戦略(コンサル・シンクタンク等)/事業_連携
候補企業との交渉(他⼤学URA等)/事業_スタートアップ設⽴(ベンチャーキャピタル等)に分類の上、それぞれが業務内容①〜⑤それぞれに関与した時間を記載
※関与した時間とは、業務内容①〜⑤それぞれに該当する取り組みの⽅針検討・実⾏過程の業務に従事・会議へ参加した時間を指す
※業務①〜⑤の内複数に関与した場合は、集計対象期間を通じた関与時間総数の内、①〜⑤それぞれに割いた割合(エフォート率)を適宜設定し、その割合に応じて按分した⼈数を記載
※各業務それぞれの実数もご記載いただきたい

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①a.実施前1年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

②専⾨機能の強化及び体制整備 外部専⾨家⼈材活⽤ アウトカム指標 11 外部専⾨家の実装段階2,3のアウトカム指標への関与割合 実装段階2,3のアウトカム指標(項⽬17,19,21,22,24,25,27,28)の内、外部専⾨家が関与した件数・⾦額
※関与した件数・⾦額とは、アウトカム創出に⾄るまでの取り組み過程を教員・研究者個⼈に任せきりにするのではなく、外部専⾨家⼈材が取り組みの⽅針検討・実⾏の過程に関与した件数・⾦
額を指す
※関与度合いの軽重は問わず、部分的にでも関わった案件については、1件あるいは案件ごとの総額を計上する形で可

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

②専⾨機能の強化及び体制整備 研究⽀援⼈材(URA等)育成/採⽤及び外部専⾨家⼈材活⽤
共通

アウトカム指標 12 研究時間/研究者の総業務時間 集計対象期間における研究者の研究活動に従事した時間を分⼦、研究者の総業務時間を分⺟として算出する割合
※以下の分類それぞれにおける時間(対象期間における平均的な1⽇当たりの時間)をご回答いただく必要あり
(a)学⽣の休暇期間以外の期間
　(a1)あなたが授業を⾏う期間
　(a2)あなたが授業を⾏わない期間
(b)学⽣の休暇期間
※研究活動の定義は⽂科省「⼤学等におけるフルタイム換算データに関する調査」(令和5年度)に準ずる
※分⼦・分⺟それぞれの実数もご記載いただきたい

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

⑤データ整備及びEBPM協⼒体制の構築 データ活⽤に向けた体制構築 アウトプット指標 13 IR(Institutional Research)業務従事者数 IR業務への従事者の数（有期・無期問わず。雇⽤者のみ・ビジター除く）
※IR業務の定義は、⽂科省 先導的⼤学改⾰推進委託事業「⼤学におけるIR(インスティテューショナル・リサーチ)の現状と在り⽅に関する調査研究」に準ずる
※兼務者の場合は、集計対象期間を通じた全勤務時間の内、IR業務に従事した割合(エフォート率)を適宜設定し、その割合に応じて按分した⼈数を記載

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①a.実施前1年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○

1.実装体制の具体化 動かすための体制が整いはじめているか
（戦略を実⾏するための組織や役割分担が具体化しているか）

⑤データ整備及びEBPM協⼒体制の構築 データ活⽤に向けた体制構築 アウトカム指標 14 IRの収集データ・分析結果の学内利⽤者数 IRが収集したデータ・分析結果の内、学内向けに公開したものの学内利⽤者数(頭数)
※アクセスログ等、各⼤学の学内公開⽅法に応じた取得を想定

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計 ○ ○ ○ ○

2.連携構造の形成 企業等との具体的な協議が始まっているか
（戦略に基づき、実際に外部との議論・設計が進んでいるか）

③連携形成及び外部資⾦接続に向けた活動 適⽤先産業・⽤途の探索/連携先パートナー探索/共同研究組
成

アウトプット指標 15 研究シーズに対する学外(⾃治体/企業)からの問い合わせ件数 研究シーズ(TRLレベル2以上の研究テーマ)に関し、問い合わせがあった⾃治体あるいは企業の頭数
※同⼀の⾃治体・企業から複数問い合わせがあった場合も1件でカウント
※TRLの各レベル定義は科学技術・イノベーション推進事務局「SIP第3期の社会実装に向けた戦略の作成
及び社会実装に係る指標の活⽤について」(令和5年)に準ずる。レベル2の定義は「原理・現象の定式化、概念の基本的特性の定義化等の応⽤的な研究を通じて、技術コンセプトや実⽤的な
⽤途と利⽤者にとっての価値に関する仮説が⽴てられている状態」であり、技術コンセプトや実⽤的な⽤途と利⽤者にとっての価値に関する仮説が学内公式⽂書として作成・保存されているものに
限る

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①a.実施前1年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○

2.連携構造の形成 企業等との具体的な協議が始まっているか
（戦略に基づき、実際に外部との議論・設計が進んでいるか）

③連携形成及び外部資⾦接続に向けた活動 適⽤先産業・⽤途の探索/連携先パートナー探索/共同研究組
成

アウトプット指標 16 企業への営業件数 ①新規の研究テーマ毎の訪問企業数（頭数）の合計
※詳細条件は以下の通り
対象とする活動︓⼤学起点の企業に対する新規研究テーマの営業活動（企業起点の問い合わせ対応は含まない）
対象とする企業・テーマ︓企業との過去の訪問・連携実績の有無は問わず、新規テーマに関する議論を⾏った場合は全て対象とする（既存テーマは対象外）
実施形式︓対⾯/オンラインどちらも可
集計単位︓研究テーマ数(頭数)×訪問企業数(頭数)
※1研究テーマ/1企業に対し、何度訪問したとしても1回とカウント。（例︓企業Aに、テーマXについて、10回訪問したとしても、1回でカウント）
※1企業訪問時に、複数の新規研究テーマに関し議論した場合は、分けてカウント（例︓企業Aに対し、1度の訪問で新規研究テーマX、Yを説明・議論した場合は、2回としてカウント）

②研究PRのためのメール送付先企業数（頭数）
※同⼀の宛先企業であっても、異なる研究テーマに係るPRを⽬的としたメールを送付していれば、分けてカウントする。

③研究PRを⽬的とし、企業を対象とする展⽰会出展数・セミナー登壇数 
(以下展⽰会・セミナーの例)
展⽰会例︓ ⼤学や⾃治体主催の産学連携に関する展⽰会（⾒本市等）
セミナー例︓各種産学連携シンポジウム、⼤学や⾃治体主催の産学連携に関するセミナー、等
※実施形式︓対⾯/オンラインいずれも可

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①a.実施前1年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○

2.連携構造の形成 企業等との具体的な協議が始まっているか
（戦略に基づき、実際に外部との議論・設計が進んでいるか）

③連携形成及び外部資⾦接続に向けた活動 適⽤先産業・⽤途の探索/連携先パートナー探索/共同研究組
成

アウトカム指標 17 社会実装のための共同研究・プロジェクト数及び関係する研究者数 ①企業と共同で申請し、採択された競争的研究費申請書の研究代表者あるいは分担者欄に記載の研究者数(頭数)

※詳細条件は以下の通り。
対象とする研究︓内閣府が定める競争的研究費に該当する事業に申請し、採択された研究
対象の申請︓競争的申請書の研究代表者あるいは分担者の所属組織に⼤学名及び企業名がいずれも記載されているもの
(但し、何らかの事情により申請書上に明記されていない/企業名・研究者名を伏せている場合も、⼤学側が企業との連携事実を把握している場合は任意でカウント可)
申請単位︓⼤学単位あるいは個⼈単位のいずれの申請も対象
集計単位︓研究者の頭数。同⼀⼈物の名前が複数の申請書に記載されている場合であっても、1⼈としてカウント

②契約期間開始⽇が集計対象期間内であり、新規に締結された企業との共同研究契約数
※該当する共同研究︓⽂部科学省「⼤学等における産学連携等実施状況について」(令和6年度)に準ずる(⼤学等と⺠間企業等とが共同で研究開発を⾏い、かつ、⼤学等が要する経費を⺠
間企業等が負担しているもの）

③集計対象期間内に査読を通過した、⼤学・企業の研究者名双⽅が共著者に含まれる論⽂数
※査読通過⽇から論⽂公開⽇までの間において、各⼤学が当該論⽂の査読通過を認識した時点の⽇付に基づきカウントする形で可

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○

2.連携構造の形成 企業等との具体的な協議が始まっているか
（戦略に基づき、実際に外部との議論・設計が進んでいるか）

③連携形成及び外部資⾦接続に向けた活動 他省庁事業への接続 アウトプット指標 18 他の政府事業への申請数・⾦額 集計対象期間内におこなわれた他の政府事業への申請件数および申請⾦額の総額 実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①a.実施前1年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○

2.連携構造の形成 企業等との具体的な協議が始まっているか
（戦略に基づき、実際に外部との議論・設計が進んでいるか）

③連携形成及び外部資⾦接続に向けた活動 他省庁事業への接続 アウトカム指標 19 上記の内、採択数・⾦額 上記の内、採択決定通知を受領した件数および採択⾦額の総額 実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)・実証期間後いずれも各年6⽉に年次提出
※会計年度ごとの数値を提出する形で可

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計
○ ○

3.外部との資⾦接続の具体化 事業終了後を⾒据えた体制づくり
（企業等との協議や実践を踏まえた戦略の⾒直し内容と、事業終了後も継続できる体制案
の提⽰）

④知財戦略の強化・再設計 実証実験・特許取得 アウトプット指標 20 特許出願件数 特許出願件数
※出願番号単位で計上し、国内外合算の数値とする

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①a.実施前1年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○ ○ ○

3.外部との資⾦接続の具体化 事業終了後を⾒据えた体制づくり
（企業等との協議や実践を踏まえた戦略の⾒直し内容と、事業終了後も継続できる体制案
の提⽰）

④知財戦略の強化・再設計 実証実験・特許取得 アウトカム指標 21 特許取得件数 登録査定が完了した特許の件数
※登録番号単位で計上

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○ ○ ○

3.外部との資⾦接続の具体化 事業終了後を⾒据えた体制づくり
（企業等との協議や実践を踏まえた戦略の⾒直し内容と、事業終了後も継続できる体制案
の提⽰）

④知財戦略の強化・再設計 上市判断 アウトカム指標 22 上市決定した製品あるいはサービスの数 ⼤学との共同研究・知財提供・技術移転等をきっかけに、対象年に企業が開発・市場投⼊した商品あるいはサービスの数
※対象商品・サービスの売上⾃体は企業の内部情報のため取得不可と想定されるため、数量にて収集予定

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○ ○ ○

3.外部との資⾦接続の具体化 事業終了後を⾒据えた体制づくり
（企業等との協議や実践を踏まえた戦略の⾒直し内容と、事業終了後も継続できる体制案
の提⽰）

④知財戦略の強化・再設計 売上・利益創出に向けた知財活⽤ アウトプット指標 23 企業とのライセンス交渉案件数 企業との間でライセンス契約締結に向けた正式交渉が進⾏中あるいは完了した研究テーマの頭数
※交渉記録が存在するもののみ対象。

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①a.実施前1年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○ ○ ○

3.外部との資⾦接続の具体化 事業終了後を⾒据えた体制づくり
（企業等との協議や実践を踏まえた戦略の⾒直し内容と、事業終了後も継続できる体制案
の提⽰）

④知財戦略の強化・再設計 売上・利益創出に向けた知財活⽤ アウトカム指標 24 企業とのライセンス契約数 契約期間開始⽇が集計対象期間内であり、新規に締結された企業とのライセンス契約数 実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計
○ ○ ○ ○ ○ ○

3.外部との資⾦接続の具体化 事業終了後を⾒据えた体制づくり
（企業等との協議や実践を踏まえた戦略の⾒直し内容と、事業終了後も継続できる体制案
の提⽰）

④知財戦略の強化・再設計 売上・利益創出に向けた知財活⽤ アウトカム指標 25 ライセンス料・特許譲渡⾦額 集計対象期間内に計上したライセンス収⼊および特許譲渡収⼊の総額
※会計帳簿ベースで算出

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)・実証期間後いずれも各年6⽉に年次提出
※会計年度ごとの数値を提出する形で可

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計
○ ○ ○ ○ ○ ○

3.外部との資⾦接続の具体化 事業終了後を⾒据えた体制づくり
（企業等との協議や実践を踏まえた戦略の⾒直し内容と、事業終了後も継続できる体制案
の提⽰）

④知財戦略の強化・再設計 スタートアップ設⽴・拡⼤ アウトプット指標 26 ⼤学発SU設⽴数 集計対象期間内に新規設⽴した⼤学発スタートアップ件数(法⼈数)
※⼤学発スタートアップとは、⼤学の研究成果・知的財産を活⽤して設⽴された企業、または教職員・学⽣が中⼼となって設⽴した企業を指す

実施前1年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①a.実施前1年以降(あるいは実証事業開始後)の累計
○ ○ ○ ○ ○ ○

3.外部との資⾦接続の具体化 事業終了後を⾒据えた体制づくり
（企業等との協議や実践を踏まえた戦略の⾒直し内容と、事業終了後も継続できる体制案

④知財戦略の強化・再設計 スタートアップ設⽴・拡⼤ アウトカム指標 27 上記SUの売上・利益額 (⼤学が把握可能な範囲での)集計対象期間内の各年度の売上および利益総額 実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)・実証期間後いずれも各年6⽉に年次提出
※会計年度ごとの数値を提出する形で可

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3.外部との資⾦接続の具体化 事業終了後を⾒据えた体制づくり
（企業等との協議や実践を踏まえた戦略の⾒直し内容と、事業終了後も継続できる体制案
の提⽰）

④知財戦略の強化・再設計 スタートアップ設⽴・拡⼤ アウトカム指標 28 上記SUのIPO・M&A⾦額 集計対象期間内の各年度のIPOまたはM&Aにより確定した取引総額 実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)・実証期間後いずれも各年6⽉に年次提出
※会計年度ごとの数値を提出する形で可

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○ ○ ○

4.戦略設計能⼒の内在化 事業終了後も継続できる体制の最終確認
（事業終了後の体制・予算・⼈員配置が正式に決定されているかの確認）

③連携形成及び外部資⾦接続に向けた活動及び④
知財戦略の強化・再設計共通

研究⽣産性向上 アウトカム指標 29 研究者⼀⼈当たりの実装段階2,3アウトカム 実装段階2,3のアウトカム指標(項⽬17,19,21,22,24,25,27,28)を分⼦、研究者数（常勤教員＋常勤研究員＋ポスドク。有期・無期問わず。雇⽤者のみ・ビジター除く）を分⺟として算
出する割合
※分⼦・分⺟それぞれの実数もご記載いただきたい

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.戦略設計能⼒の内在化 事業終了後も継続できる体制の最終確認
（事業終了後の体制・予算・⼈員配置が正式に決定されているかの確認）

③連携形成及び外部資⾦接続に向けた活動 研究⽀援⼈材(URA等)定着に向けた予算確保 アウトカム指標 30 共同研究・受託研究受け⼊れ額による研究⽀援⼈材(URA等)⼈件費カバー率 国内の⺠間企業との共同研究・受託研究で受け⼊れた間接経費を分⼦とし、研究⽀援⼈材(URA等)に係る⼈件費総額を分⺟として算出する割合
※研究⽀援⼈材(URA等)の業務定義及び国内の⺠間企業との共同研究・受託研究で受け⼊れた間接経費の定義については、⽂部科学省「⼤学等における産学連携等実施状況について」
（令和6年度）に準ずる
※分⼦・分⺟それぞれの実数もご記載いただきたい

実施前3年〜実施後10年 ・実証期間中(R8/10~最⻑R11/3)︓R9/6~最⻑R10/12まで半期ごと提出
・実証期間後︓各年6⽉に年次提出

①b.実施前3年以降(あるいは実証事業開始後)の累計

○ ○


